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平成１５年３月２５日 問い合わせ先

監 査 事 務 局 監査事務局総務課

電話 ０３－５３２０－７０１６

交通局の局職員等に対する職務乗車証等の作成・配付は利益供与であり当該行為に

伴う経費の支出を違法・不当としてその返還を求める住民監査請求監査結果

東京都監査委員 野 田 和 男

同 桜 井 良之助

同 横 山 樹

同 藤 原 房 子

第１ 請求の受付

１ 請求人

世田谷区 後 藤 雄 一

江戸川区 宮 崎 勝 彦

杉並区 前 川 タケシ

２ 請求書の提出

平成１５年１月２１日

３ 請求の内容

（１） 主張事実

ア 事案

交通局は、都バス・都営地下鉄・都電の無料乗車証を以下のごとく合計で８，

９２０枚配付している。また、平成１４年９月３０日までは、議員待遇者に対

し、１２１枚を配付していた。

(ア) 職務乗車証を計８，４３８枚について

特別職（局長 １枚、再雇用職員 ７００枚、非常勤職員 ５０枚）及

び一般職（正規職員 ７，４５３枚、再任用職員 ２２５枚、臨時的任用

職員 ９枚）に、職務乗車証を計８，４３８枚
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(イ) 業務乗車証を計４１５枚

派遣職員（東京都地下鉄建設株式会社、東京トラフィック開発株式会社、

株式会社ゆりかもめ、東京臨海高速鉄道株式会社）に２８９枚、警視庁に

７１枚、財団法人東京都交通局協力会（以下「協力会」という。）に５５

枚、業務乗車証を計４１５枚

(ウ) 東京都交通局モニター乗車証（以下「モニター乗車証」という。）を

６７枚

(エ) 平成１４年９月３０日まで、議員待遇者に対し「都営交通全線優待乗車

証」を１２１枚

イ 違法・不当理由

(ア) 職務乗車証を計８，４３８枚について

1. 交通費は、職務上の交通費と通勤上の交通費に分けられる。

2. 交通局の説明では、局職員が職務・通勤で都バス・都営地下鉄を使用す

るので職務乗車証を配付しているという（ダブル支給はない、と説明して

いる。）。

3. しかし、他局職員が、都バス等の交通局が経営している交通機関を利用

しても、職務上の交通費は「旅行命令簿」で精算し、通勤上は通勤手当で

処理している。

4. 交通局職員も上記のごとく他局と同じように、職務上の交通費は「旅行

命令簿」で精算し、通勤上は通勤手当で支給すれば良いのであり、現状の

全員に都バス・都営地下鉄・都電のフリーパス配付は、私的利用が可能と

なり、利益供与にほかならない。

5. 上記のごとく利益供与になることを承知で職務乗車証を作成し、配付し

ていることは裁量の逸脱に当たり違法である。

(イ) 業務乗車証を計４１５枚について

1. 業務乗車証は、東京都とは別会社・組織に配付されたものであり、利益

供与にほかならない。

2. 特に、派遣職員に配付されている業務乗車証は「派遣職員本人」が対象

であり、派遣先での職務・通勤手当等は派遣先から支払われるものである

以上、交通局は派遣職員が業務乗車証を私的に利用することを承知で配付

しており、利益供与は明白である。

3. また、協力会に配付している業務乗車証であるが、協力会職員が職務で
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駅構内に入出する際は「業務乗車証」は必要ないという。つまり、協力会

は別組織である以上、業務乗車証の配付も利益供与である。

4. 上記のごとく利益供与になることを承知で業務乗車証を作成し、配付し

ていることは裁量の逸脱に当たり違法である。

(ウ) モニター乗車証６７枚について

1. 東京都交通局モニター（以下「モニター」という。）の資格要件をみる

と、

「モニターは、局を定年退職又は勧奨退職した者（引き続き局の再任用

職員又は再雇用職員となった者を除く。）で次の各号いずれにも該当する

もの又は局長が特に認める者のうちから局長が委嘱する。

(１)モニターを希望する者

(２)永年勤続表彰を受けた者」

「モニター期間は、退職した翌年度１年間とし、再任は認めない。」

となっている。

2. 上記のとおり、モニター乗車証を受ける「モニター」とは、交通局を退

職し、在職中、永年勤続表彰を受けた者で、モニターを希望するもの、そ

の上、退職から１年とされている。つまり、ご苦労様乗車証である。

3. 平成１０年３月３１日までは、「永年勤続者優待乗車証」という名称で

使われていたものを、名称変更したものだ。

4. モニター回答率が１７％というから、局退職者への優遇策、組合への対

応の証明であり、利益供与は明白である。

5. 上記のごとく利益供与になることを承知でモニター乗車証を作成し、配

付していることは裁量の逸脱に当たり違法である。

(エ) 議員待遇者に対する都営交通全線優待乗車証１２１枚について

1. 議員待遇者とは、元都議である。

2. 元都議への「都営交通全線優待乗車証」の配付は利益供与にほかならず、

裁量の逸脱に当たり違法である。

（２）措置要求

ア 本件全て無料乗車証の制度を即刻廃止し、回収すること。

イ 乗車証作成にかかった費用を全額返還すること。

ウ 利用額が算定不能のため、本件損害額を１００万円とする。
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４ 請求の要件審査

本件請求のうち、交通局の職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証の作成・

配付に伴う平成１４年１月２２日以降の経費の支出については、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条所定の要件を備えているも

のと認めた。

なお、本件請求のうち、議員待遇者に対する都営交通全線優待乗車証の作成・配

付に伴う経費は、請求日（平成１５年１月２１日）以前１年間には支出されていな

い、また、職務乗車証及びモニター乗車証の作成・配付に伴う平成１４年１月２１

日以前の経費の支出については、請求期間の１年を経過しているが、いずれも請求

期間の１年を経過したことについて、請求人は正当な理由を主張・立証していない

ことから、法第２４２条所定の要件を備えているものと認められない。

第２ 監査の実施

１ 監査対象事項

交通局の職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証の作成・配付に伴う経費の

支出のうち、平成１４年１月２２日以降の経費の支出（以下「本件経費支出」とい

う。）を監査対象とした。

２ 監査対象局等

交通局を監査対象とした。

また、協力会に対し関係人調査を実施した。

３ 証拠の提出及び陳述等

法第２４２条第６項の規定に基づく陳述については、請求人から陳述を行わない

旨の申し出があったため、実施しなかった。

なお、新たな証拠の提出はなかった。

また、平成１５年２月２８日に交通局の陳述の聴取を行った際、法第２４２条第

７項の規定に基づき、請求人を立ち会わせる機会を設けたが、請求人は立ち会わな

かった。
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第３ 監査の結果

本件請求については、合議により次のように決定した。

本件請求には、理由がないものと認める。

なお、職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証の作成・配付について、交通局

に対し、別項のとおり意見を付す。

以下、事実関係の確認、交通局の説明及び判断理由について述べる。

１ 事実関係の確認

(1) 本件経費支出について

本件経費支出として、平成１４年４月１２日にモニター乗車証用の感熱転写印

刷用乗車証購入経費１０万５，０００円（消費税額を含む。）が支出され、同年

８月２２日に職務乗車証用及び業務乗車証用の感熱転写印刷用乗車証並びに特殊

券発行機用転写リボンの購入経費６６万３，６００円（消費税額を含む。）が支

出されており、その総額は７６万８，６００円となっている。

(2) 職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証の発行について

職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証の発行に関することは、それぞれ

職務乗車証発行内規（昭和４９年９月１９日付４９交総第５４５号）、業務乗車

証発行内規（平成１４年３月２８日付１３交総第２２５８号）及び東京都交通局

モニター設置要綱（平成１０年３月３１日９交総第１１１５号。以下「モニター

設置要綱」という。）において定められており、その主な内容は次のとおりであ

る。

ア 職務乗車証発行内規

(ア) 職務乗車証は、４月１日に在職する交通局職員に対して発行する。ただし、

停職中の者等に対しては発行しない。

(イ) 職務乗車証は、４月１日に発行する。ただし、新たに交通局職員となった

者は、新たに交通局職員となった日に発行する。

(ウ) 職務乗車証の通用期間は、４月１日又は発行日から翌年３月３１日までと

する。
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(エ) 記名人以外の者が使用したときなどにおいては、職務乗車証を無効として

回収する。

イ 業務乗車証発行内規

(ア) 業務乗車証は、公益法人等への東京都職員の派遣等に関する条例（平成１

３年東京都条例第１３３号。以下「職員派遣条例」という。）に基づき、東

京都地下鉄建設株式会社及び東京トラフィック開発株式会社の業務に従事す

る退職派遣職員及び局長が特に必要と認める者（団体を含む。）に対して発

行する。

(イ) 業務乗車証は、毎年４月１日に発行し、その通用期間は、４月１日から翌

年３月３１日までとする。

(ウ) 業務乗車証は、記名人又は記名団体の所属員以外の者が使用したときなど

の場合には、これを無効として回収する。

(エ) 業務乗車証発行内規第２（２）に定める局長が特に必要と認める者（団体

を含む。）として、「業務乗車証発行内規の制定について」（平成１４年３

月２８日付１３交総第２２５８号）により、株式会社ゆりかもめ、東京臨海

高速鉄道株式会社及び多摩都市モノレール株式会社の業務に従事する職員派

遣条例に基づく退職派遣職員並びに警視庁及び協力会を決定している。

ウ モニター設置要綱

(ア) モニターは、交通局を定年退職又は勧奨退職した者（引き続き局の再任用

職員又は再雇用職員となった者を除く。）で、モニターを希望し、かつ、永

年勤続表彰を受けた者又は局長が特に認める者のうちから局長が委嘱する。

(イ) モニターは、都営交通に乗車し、お客様サービスの観点から改善すべき事

項や評価できる事項について、原則として月１回、様式により翌月１０日ま

でに交通局に報告する。

(ウ) モニターの業務については、報酬を支給しないが、モニターに対し乗車の

用に供するためモニター乗車証を発行する。

(エ) モニター乗車証は、記名人以外の者が使用したときなどの場合には、これ

を無効として回収する。

なお、平成１５年３月１日現在の職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証

の発行状況は表のとおりである。
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（表） 職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証の発行状況 （単位：枚）

合 計種 類 職 務 業 務 乗 車 証 モニター

乗 車 証 退職派遣職員 警視庁 協力会 計 乗 車 証

8,419 295 71 55 421 67 8,907発行枚数

（注） 「第１ 請求の受付」における職務乗車証等の発行枚数と上記（表）の発行枚数の

相違は、把握時点が異なることによる。

(3) 退職派遣職員について

公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第

５０号。以下「地方公務員派遣法」という。）が平成１４年４月１日に施行され

たことに伴い、東京都職員を他団体に派遣する場合、公益法人等については、東

京都職員の身分を有したまま派遣することができるが、営利法人については、派

遣される職員は一旦東京都を退職しなければならず、かつ、派遣できる営利法人

を条例で定めるとともに、当該法人との間で従事する業務などに関し取決めを締

結しなければならない。

退職派遣職員とは、地方公務員派遣法に基づき、東京都を一旦退職し、営利法

人に派遣された者であり、派遣できる営利法人については、職員派遣条例第１０

条及び公益法人等への東京都職員の派遣等に関する規則（平成１４年東京都人事

委員会規則第１号）第２条第２項において、２０社が定められている。

このうち、交通局は、東京都地下鉄建設株式会社、東京トラフィック開発株式

会社、株式会社ゆりかもめ、東京臨海高速鉄道株式会社及び多摩都市モノレール

株式会社の５社（以下「派遣先会社」という。）と「職員の派遣に関する取決め

書」を締結し、一旦退職した交通局職員を派遣している。

(4) 旅客運賃の無料等について

東京都電車条例（昭和３９年東京都条例第１０５号）、東京都地下高速電車条

例（昭和３５年東京都条例第９４号）及び東京都乗合自動車条例（昭和４０年東

京都条例第２号。以下「電車条例等」という。）において、管理者は、事業上の

必要その他特別の理由があると認めた者に対しては、旅客運賃を無料とし、又は

特別の措置を講ずることができることとされている。
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２ 交通局の説明

(1) 職務乗車証について

職務乗車証は、当局職員が職務又は通勤のため都営交通に乗車する場合に使用

するものであり、職務乗車証発行内規に基づき発行している。

当局の事業は、駅をはじめとする多数の事業所でお客様に輸送サービスを提供

するものであり、各事業所間はもとより、本局各部門と各事業所との緊密な連絡、

連携が不可欠である。したがって、当該職務を遂行するため、事業所の職員や本

局の職員を含めた全職員へ職務乗車証を配付している。当局が管理する鉄道施設

やバス車両等の公の施設に当局職員が無料で立ち入るのは当然であり、職務乗車

証の職務上の使用については問題ないと考えている。

職務乗車証を全職員に配付していることから、職務の他に通勤での使用も認め

ており、結果として、職員の都営交通利用にかかる通勤手当、旅費を支給してい

ない。このことは、職員が都営交通を利用した際の運賃を交通局が収納する手続

及び当局が職員に対して通勤手当、旅費を支出するという手続を共に避けること

ができ、事務の簡素・効率化に寄与している。

加えて、当局では、職員が職務又は通勤において交通機関を利用する際に、時

間、経費を勘案の上、積極的に都営交通を利用することとしている。他社の交通

機関を利用せずに、都営交通を職務乗車証で積極的に利用することは、旅費や通

勤手当の節減に寄与している。

なお、職員には、職務乗車証の発行目的について、新任研修や転入研修等の機

会を捉えて説明しており、さらに、年１回の職務乗車証更新時にも各所属長を通

じ、重ねて全職員に周知し、その徹底を図っている。

以上のとおり、職務乗車証は、当局職員が職務又は通勤のために使用するもの

であり、かつ、当局の経費節減や事務の簡素・効率化にも寄与していることから、

職員に対する違法又は不当な利益供与には当たらないと考える。したがって、職

務乗車証の作成も違法又は不当な公金の支出には当たらないと考える。

しかしながら、職務乗車証制度については、今後ともお客様や都民から疑念を

抱かれないよう、制度のあり方について現在検討を進めている。

(2) 業務乗車証について

業務乗車証は、当局が局事業と密接な関連のある業務を行っていると認める団

体の職員が、当該業務を遂行するため、都営交通に乗車する場合に使用するもの
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である。

電車条例等では、それぞれの条項で「管理者は、事業上の必要その他の特別の

理由があると認めた者に対しては、旅客運賃を無料とすることができる。」と規

定している。これに基づいて当局では、一定の範囲で都営交通の旅客運賃を無料

とする取扱いとし、業務乗車証発行内規を定めて業務乗車証を発行している。当

局は、当局事業の代行・補完をするなど密接な協力関係にある団体への協力とい

う考え方に基づき、警視庁、協力会及び当局から派遣先会社に退職派遣している

職員（以下「局退職派遣職員」という。）を業務乗車証発行内規に基づき配付対

象としている。

それぞれの配付理由についてであるが、まず、警視庁は、警察官が都営交通機

関内において犯罪の予防、捜査の公務を遂行するなど、当局と密接な協力関係に

あると位置づけているため配付している。

次に、協力会は、財団法人としての公益事業のほか、定期券発売業務や当局の

地下鉄駅構内における売店業務等を運営する中で、各窓口において路線案内や駅

構内の案内等を行うとともに、挙動不審者等を発見した際の駅長事務室との連絡

体制を確保するなど、都営交通のお客様サービスの一翼を担っている団体であり、

当局と密接な協力関係にあると位置づけているため配付している。

最後に、当局から派遣先会社の局退職派遣職員への配付理由については、派遣

先会社が交通局の事業を代行・補完しているか、または、都が経営に関与する公

共交通機関であること等、当局と密接な協力関係にあると位置づけている団体で

あることから、団体への協力という趣旨で局退職派遣職員個人に配付している。

業務乗車証の発行にあたっては、団体の業務内容を考慮の上、当局が密接な協

力関係を形成、維持することが、局事業の円滑な運営、発展に寄与すると考えら

れる団体を配付対象としているのであって、恣意的、無限定に都営交通の運賃を

無料として取扱っているのではない。

しかしながら、協力会への配付については、お客様や都民から電車条例等に規

定する「事業上の必要」によるものとの理解が得られにくい面もあることから、

今後、協力会を配付対象外とする。また、局退職派遣職員への配付については、

通勤手当や旅費の現物給付に当たるとの疑義があることから、今後、局退職派遣

職員も配付対象外とする。なお、局退職派遣職員にかかる業務乗車証作成経費に

ついては、既に平成１５年３月１２日に返納の手続が完了している。
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(3) モニター乗車証について

モニター乗車証は、モニター設置要綱に基づき、モニターが都営交通に乗車し、

改善すべき事項や評価できる事項を局に報告することを目的として配付している

ものである。

モニターには、当局を定年退職又は勧奨退職した者（再任用職員及び再雇用職

員となった者を除く。）で、永年勤続表彰を受け、かつモニターになることを希

望する者を、退職後１年に限り委嘱している。

モニターを局の退職者としているのは、第一線を退いた局経験の豊かな退職者

に都営交通に対する建設的な意見や提案を求めることも有益と考えているためで

ある。

なお、モニターには、一切報酬を支給しておらず、報告業務を行う上で必要な

モニター乗車証のみを電車条例等及びモニター設置要綱に基づいて配付している。

したがって、モニター乗車証の配付は、モニターに対する一方的な利益供与で

はなく、その作成も違法又は不当な公金の支出には当たらないと考える。

しかしながら、制度導入後５年を経過した現在、電子メール等により、多くの

お客様から多様な意見等が寄せられるようになってきていることを踏まえ、今年

度限りで本制度を廃止する。

３ 判 断

以上のような事実関係の確認及び交通局の説明に基づき、本件請求について次の

ように判断する。

本件請求において請求人は、職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証を作成

・配付したことは利益供与に当たり、当該行為に伴う経費の支出を違法・不当と主

張しているものと解されるので、以下、このことについて判断する。

(1) 職務乗車証の作成・配付について

交通局の説明及び関係資料の調査から、以下の事実を確認したが、交通局職員

が職務乗車証を職務又は通勤の目的以外に使用した事実については確認できなか

った。

ア 職務乗車証の裏面に使用上の注意として、勤務中に携帯し乗降の際は係員に

提示すること、自動改札化駅では自動改札機を使用すること及び記名人以外が
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使用したときなどは回収すること等が、記載されていること。

イ 平成１４年３月２５日付けの各部庶務担当課長あて事務連絡において、職務

乗車証の更新の際には、職務乗車証は職務又は通勤のため使用するものである

ことを所属職員に周知するよう記載されていること。

ウ 交通局職員が、職務または通勤において、職務乗車証を使用し都営交通を利

用するとき、交通局は、都営交通の利用に伴う旅費または通勤手当を支給して

いないこと。

以上のことから、職務乗車証の作成・配付は、交通局職員が職務上又は通勤に

おいて使用することを目的とするものであること及び職務乗車証により都営交通

を利用したとき、都営交通利用に伴う旅費及び通勤手当を支給していないことが

認められ、さらには、交通局職員に対し職務乗車証の使用目的の周知を行ってい

ること及び職務乗車証の作成・配付により事務の簡素・効率化等が図られるとす

る交通局の説明は是認しうることから、職務乗車証の作成・配付は、裁量の範囲

内であり、職務乗車証が私的利用可能であることをもって、利益供与に当たると

は認められない。

したがって、職務乗車証の作成・配付は利益供与に当たり、職務乗車証の作成

・配付に伴う経費の支出を違法・不当とする請求人の主張には理由がないものと

認める。

(2) 業務乗車証の作成・配付について

交通局の説明及び関係資料の調査から、以下の事実を確認した。

ア 局退職派遣職員に対する業務乗車証の作成・配付について

(ア) 地方公務員派遣法において、派遣元の地方公共団体が派遣先の営利法人

職員の身分となっている退職派遣職員に対し給与及び旅費を負担できる規

定はないこと。また、地方公務員派遣法及び職員派遣条例に基づいて交通

局と派遣先会社との間で締結されている「職員の派遣に関する取決め書」

において、給与及び旅費は派遣先会社の負担とされていること。

(イ) 交通局から派遣先会社に対する平成１４年４月１日付け「業務乗車証の

発行について」において、業務または通勤のため都営交通に乗車するとき

に使用してください、と記載されていること。



- 12 -

(ウ) 派遣先会社では、局退職派遣職員に対し都営交通利用に伴う通勤手当及

び旅費を支給していないこと。

(エ) 監査対象である本件経費支出により購入された感熱転写印刷用乗車証

（業務乗車証用）は、監査日現在まで、局退職派遣職員に対する業務乗車

証として作成・配付されていないこと。また、現在、交通局が局退職派遣

職員個人に対して配付している業務乗車証は、本件経費支出より以前に購

入されたものであること。

(オ) 「戻入金の収入について」（平成１５年３月１２日付１４交総第２１７

８号）により、平成１５年３月１２日、本件経費支出により購入した感熱

転写印刷用乗車証（業務乗車証用）のうち局退職派遣職員分の購入経費相

当額として１３万３，８７５円に、年５分の割合による利子相当額を加え

た１３万７，５９７円が、交通局総務部長等から返納されていること。

(カ) (オ)で返納された局退職派遣職員分の購入経費相当額は、本件経費支出

により購入した感熱転写印刷用乗車証（業務乗車証用）の枚数を、平成１

４年度における局退職派遣職員、警視庁及び協力会に対する各々の発行枚

数により按分し、算出したものであること。

以上のことから、局退職派遣職員の都営交通利用に伴う通勤手当及び旅費は、

派遣先会社が負担すべきものであり、交通局が業務乗車証を局退職派遣職員個

人に配付することは、適正を欠くと認められることから、局退職派遣職員に対

する業務乗車証の作成・配付に伴う経費を支出することは、適正でない。

しかしながら、本件経費支出により購入した感熱転写印刷用乗車証（業務乗

車証用）のうち局退職派遣職員分の購入経費相当額に、年５分の割合による利

子相当額を付した１３万７，５９７円が、平成１５年３月１２日に返納されて

いることが認められることから、都に損害はないものと認められる。

したがって、局退職派遣職員に対する業務乗車証の作成・配付に伴う経費の

支出を違法・不当とする請求人の主張には理由がないものと認める。

イ 警視庁に対する業務乗車証の作成・配付について

(ア) 警視庁刑事部長から交通局長あての「交通局業務乗車証の交付方申請に

ついて」（平成１４年９月２０日付刑．総．庶第１００６号）において、
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業務乗車証の申請理由として、都営バス等において警察官が行う犯罪の予

防、捜査等公務遂行上必要があるためと記載されていること。

(イ) 警視庁鉄道警察隊長から交通局長あての「交通局業務乗車証の発行願い

について」（平成１４年９月２６日付け）において、業務乗車証の発行理

由として、鉄道施設（地下鉄）における、すり、置き引き等の各種犯罪の

予防検挙対策及び線路等の警戒警備のためと記載されていること。

以上のことから、警視庁に対する業務乗車証の作成・配付は、警視庁の犯罪

の予防・捜査活動に協力することを目的とするものであることが認められ、警

視庁への協力が、都営交通利用客の安全確保等に資するものであることから、

警視庁に対する業務乗車証の作成・配付は、電車条例等が定める交通局長の裁

量の範囲内であると認められる。

したがって、警視庁に対する業務乗車証の作成・配付に伴う経費の支出を違

法・不当とする請求人の主張には理由がないものと認める。

ウ 協力会に対する業務乗車証の作成・配付について

(ア) 交通局は、昭和１８年の都電・都バスの回数券等の発売委託をはじめと

して、都電、都バス及び都営地下鉄の定期券等の発売等について、協力会

に委託していること。

(イ) 交通局は、昭和３５年以来、都営地下鉄駅構内の売店について、行政財

産の一時使用許可を協力会に対し行っており、平成１４年度においては、

１０２店の売店について行政財産の一時使用許可を行っていること。

(ウ) 関係人調査において、協力会から以下の説明等を受けたこと。

1. 協力会は、定期券等の発売及び売店に関連する業務のほか、交通局庁舎

等の施設管理及び清掃などの業務を行っており、職員数は、平成１５年３

月１日現在、１，２１６名であること。

2. 定期券等発売業務及び売店業務において、地下鉄等の路線案内や駅等周

辺の道案内等の問い合わせが多くあり、それらの問い合わせに対応してい

ること。

3. 定期券等発売業務及び売店業務は、交通局の事業と都民等に認識されて

おり、問い合わせの対応の善し悪しが、交通局事業の評価につながってい
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ること。

4. 協力会から、新宿駅西口定期券発売所では、道案内が非常に多く、日頃

から質問にすぐ答えられるよう周辺図や路線図を持って準備しているとの

内容が掲載されている協力会従業員報の提示があったこと。

5. 公益事業として、交通マナーポスター及び都バス路線案内等の印刷物並

びに地下鉄駅における出口表示のための大型案内板を作成するなど、交通

局と一体となって、お客様サービスの向上に取り組んでいること。

6. 以上のような業務を行う過程において、協力会の本部職員が指導監督や

連絡調整のため現場等に出かけており、その際業務乗車証を使用している

こと。

7. 業務乗車証については、業務上必要とする部署の各室長が保管・管理し

ており、必要の都度、当該職員に貸し出していること。

(エ) 協力会が説明する地下鉄の路線案内をはじめとする問い合わせへの対応

等については、交通局が協力会との間で締結している地下高速電車定期乗

車券等の発売等の受委託契約書及び乗車券の発売等に関する委託契約書の

契約内容に含まれておらず、行政財産の一時使用の許可条件にも含まれて

いないこと。

以上のことから、協力会は都営交通のお客様サービスの一翼を担っている団

体であり、協力会との密接な協力関係を形成・維持することが、局事業の円滑

な運営と発展に寄与するとの交通局の説明は、妥当性を欠くとまでは認められ

ない。

したがって、協力会に対する業務乗車証の作成・配付は、電車条例等が定め

る交通局長の裁量権の逸脱・濫用に当たるものとまでは認められず、協力会に

対する業務乗車証の作成・配付に伴う経費の支出を違法・不当とする請求人の

主張には理由がないものと認める。

(3) モニター乗車証の作成・配付について

交通局の説明及び関係資料の調査から、以下の事実を確認した。

ア モニター設置要綱において、モニターは、お客様サービスの観点から改善す

べき事項等を、原則として月１回、交通局に報告すること（以下「モニター報
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告」という。）とされていること。

イ 平成１４年度におけるモニターから交通局に提出されたモニター報告の件数

は、平成１５年３月１０日現在７５件で、回答率は１０．１％であること。

ウ 過去におけるモニター報告の提出件数及び回答率は、平成１１年度１９２件、

２０％、平成１２年度１０８件、１０％、平成１３年度２２４件、１７．９％

であること。

エ 監査日現在まで、交通局は、平成１４年度のモニターに対し、モニター報告

書の提出を促すための措置を講じていないこと。

オ モニター設置要綱において、モニターの業務に対し報酬を支給しないことと

され、現に支給していないこと。

以上のことから、モニター報告の回答率が低く、かつ、モニター業務を適切に

履行させるための措置を交通局が講じてこなかったことは、遺憾であると言わざ

るを得ない。

しかしながら、モニター乗車証の作成・配付は、モニターから交通局事業に対

する改善すべき事項等を聴取するため、モニターが都営交通を利用する際に使用

することを目的とするものであることが認められ、かつ、モニターとしての報酬

を支給していないことから、モニター乗車証の作成・配付について、電車条例等

が定める交通局長の裁量権を逸脱・濫用するものとまでは認められない。

したがって、モニター乗車証の作成・配付は利益供与に当たり、モニター乗車

証の作成・配付に伴う経費の支出を違法・不当とする請求人の主張には理由がな

いものと認める。

よって、職務乗車証、業務乗車証及びモニター乗車証を作成・配付したことは利益

供与に当たり、当該行為に伴う経費の支出を違法・不当とする請求人の主張には理由

がないものと認める。

しかしながら、裁量権の行使に当たっては、都民に対する説明責任を十分認識し、

慎重に行うことが求められることから、交通局に対し別項のとおり意見を付す。
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（交通局に対する意見）

都営交通事業運営上認められている裁量権の行使に当たっては、常日頃から都民に

対する説明責任を十分認識し、交通事業に対する都民の信頼を損なうことのないよう

慎重に行うことが求められる。

監査を実施する中で、交通局は、モニター乗車証を廃止するとともに、職務乗車証

については、そのあり方の検討を、業務乗車証については、配付対象の見直しを行う

としているが、その際には、都民に誤解や疑念を与えることのないよう、適切に行わ

れたい。

なお、既に局退職派遣職員に対し配付している業務乗車証について、適切な対応を

図られたい。
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資料（東京都職員措置請求書等）

監査請求書

＜事案＞

交通局は、都バス・都営地下鉄・都電の無料乗車証を以下のごとく合計で８９２０枚

を配付している。また、平成１４年９月３０日までは、議員待遇者に対し、１２１枚を

配付していた。

1) 交通局職務乗車証を計８４３８枚について。

特別職（局長 １枚、再雇用職員 ７００枚、非常勤職員 ５０枚）・一般職

（正規職員 ７，４５３枚、再任用職員 ２２５枚、臨時的任用職員 ９枚）に、

交通局職務乗車証を計８，４３８枚。

2) 交通局業務乗車証を計４１５枚。

派遣職員（東京都地下鉄建設株式会社、東京トラフィック株式会社、株式会社ゆ

りかもめ、東京臨海鉄道株式会社）に２８９枚、警視庁に７１枚、（財）東京都交

通局協力会に５５枚に、交通局業務乗車証を計４１５枚。

3) 東京都交通局モニター乗車証を６７枚。

4) 平成１４年９月３０日まで、議員待遇者に対し「都営交通全線優待乗車証」を１

２１枚。

＜違法・不当理由＞

1) 交通局職務乗車証を計８，４３８枚について。

1. 交通費は、職務上の交通費と通勤上の交通費に分けられる。

2. 交通局の説明では、局職員が職務・通勤で都バス・都営地下鉄を使用するので

本件職務乗車証を配付しているという（ダブル支給はない、と説明している。）。

3. しかし、他局職員が、都バス等の交通局が経営している交通機関を利用しても、

職務上の交通費は「旅行命令簿」で精算し、通勤上は通勤手当で処理している。

4. 交通局職員も上記のごとく他局と同じように、職務上の交通費は「旅行命令

簿」で精算し、通勤上は通勤手当で支給すれば良いのであり、現状の全員に都バ

ス・都営地下鉄・都電のフリーパス配付は、私的利用が可能となり、利益供与に

ほかならない。

5. 上記のごとく利益供与になることを承知で本件職務乗車証を作成し、配付してい

ることは裁量の逸脱に当たり違法である。
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2) 交通局業務乗車証を計４１５枚について

1. 本件業務乗車証は、東京都とは別会社・組織に配付されたものであり、利益供

与にほかならない。

2. 特に、派遣職員に配付されている本件業務乗車証は「派遣職員本人」が対象で

あり、派遣先での職務・通勤手当等は派遣先から支払われるものである以上、交

通局は派遣職員が本件乗車証を私的に利用することを承知で配付しており、利益

供与は明白である。

3. また、交通局協力会に配付している本件業務乗車証であるが、交通局協力会職

員が職務で駅構内に入出する際は「本件業務乗車証」は必要ないという。つまり、

交通局協力会は別組織である以上、本件業務乗車証の配付も利益供与である。

4. 上記のごとく利益供与になることを承知で本件業務乗車証を作成し、配付して

いることは裁量の逸脱に当たり違法である。

3) 東京都交通局モニター乗車証に６７枚について

1. 本件モニターの資格要件をみると、

『モニターは、局を定年退職又は勧奨退職した者（引き続き局の再任用職員又は

再雇用職員となった者を除く）で次の各号いずれにも該当するもの又は局長が特

に認める者のうちから局長が委嘱する。

(１)モニターを希望するもの。

(２)永年勤続表彰を受けた者』

モニター期間は、退職した翌年度１年間とし、再任は認めない。』

となっている。

2. 上記のとおり、交通局モニター乗車証を受ける「交通局モニター」とは、交通

局を退職し、在職中、永年勤続表彰を受けた者で、モニターを希望するもの、そ

の上、退職から１年とされている。つまり、ご苦労様乗車証である。

3. 平成１０年３月３１日までは、「永年勤続者優待乗車証」という名称で使われ

ていたものを、名称変更したものだ。

4. モニター回答率が１７％というから、局退職者への優遇策、組合への対応の証

明であり、利益供与は明白である。

5. 上記のごとく利益供与になることを承知で本件モニター乗車証を作成し、配付

していることは裁量の逸脱に当たり違法である。

4) 議員待遇者に対する都営交通全線優待乗車証-１２１枚に付いて。

1. 議員待遇者とは、元都議である。
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2. 元都議への「都営交通全線優待乗車証」の配付は利益供与にほかならず、裁量

の逸脱に当たり違法ある。

＜措置請求内容＞

1) 本件全て無料乗車証の制度を即刻廃止し、回収すること。

2) 乗車証作成にかかった費用を全額返還すること。

3) 利用額が算定不能のため、本件損害額を１００万円とする。

（以上、原文のまま掲載）

事実証明書

ア 「交通局職務乗車証等配布先リスト」との件名の文書の写し

イ 職務乗車証発行内規、業務乗車証発行内規及び東京都交通局モニター設置要綱の

写し


